
（平成２３年５月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

国民年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認奈良地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

奈良国民年金 事案 1099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年６月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 51年６月から 54年３月まで 

 私は、自分の収入に余裕ができた昭和 55 年３月にＡ町役場へ行き、国

民年金の加入手続を行うとともに 20 歳からの国民年金保険料を一括で納

付したことを記憶している。当時、親しくしていた友人も同役場で過去の

未納期間の国民年金保険料を納付したと聞いていた。申立期間の記録が無

いのは納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入した状況、経緯等を詳細に記憶している上、国

民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金の加入手続を行った場合に払

い出される国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年３月 21 日に払い出されてい

ることが確認でき、同年３月にＡ町役場で国民年金の加入手続を行ったとす

る申立人の主張と符合する。 

また、申立人は、申立期間後の昭和 54 年４月から平成 14 年 12 月まで未納

はなく、国民年金の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、加入手続時期の昭和 55 年３月は第３回特例納付が実施されていた

時期であり、申立期間は強制加入被保険者であったことを踏まえると、役場

職員から、「20 歳からの保険料を一括して納付できる。」と説明を受けたこ

とにより、過去の未納分（51 年６月から 53 年１月までは特例納付、同年２

月から 54 年３月までは過年度納付）について全て一括納付したとする申立人

の主張に不自然さはみられない上、申立人が納付したと記憶する保険料額と

必要となる保険料額はおおむね一致する。 

加えて、Ａ町によると、当時の担当者への聞き取りを行ったところ、第３

  



 

  

回特例納付については、国民年金保険料を預かり方式により受け取ったこと

があったと思うと回答している。 

このほか、申立人は当時複数の領収書を所持していたと供述しているとこ

ろ、特例納付の場合には特例納付を含む過年度保険料及び現年度保険料の納

付書がそれぞれ必要となり、申立人の主張と符合する。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

奈良国民年金 事案 1100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年８月から平成３年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年８月から平成３年６月まで 

    ねんきん特別便が届いて申立期間の国民年金保険料が未納とされている

ことが分かった。婚姻届を出した平成４年６月頃に国民年金の加入手続を

行い、未納分として 20 万円から 30 万円の保険料をまとめて納付した。申

立期間についても遡って納付したはずだが、当時は時効のことは知らず、

市役所の職員から言われたとおりに納付したので、少なくとも時効にかか

らない２年６月以降の保険料は納付しているはずである。調査の上、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成４年６月頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付した。」と述べているが、ⅰ）申立人の国民年金手帳記

号番号は、オンライン記録において申立人の前後の国民年金手帳記号番号の

被保険者の資格取得日から、平成５年７月又は同年８月頃に払い出されたも

のと推認されること、ⅱ）申立期間後の３年７月から６年３月までの国民年

金保険料 32 万 3,400 円が５年８月９日に納付されていることがＡ市の国民年

金被保険者名簿及び収滞納一覧により確認できるが、これは申立人が納付し

たと述べている金額とおおむね一致していることから、この時点で申立期間

は、制度上、時効により国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには別の国民年金手帳記

号番号が必要となるが、オンライン記録を基に旧姓を含む複数の読み方で氏

名検索を行った結果においても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年４月から 43 年５月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 43年５月まで 

私は、昭和 36 年４月の国民年金制度発足当初から国民年金保険料を納め

ており、さらに、37 年頃に発足した付加保険料制度に加入し、納付してい

た。 

付加保険料の納付方法や保険料額に関する詳細な記憶は無いが、納付し

ていたことは覚えており、現在受給している年金額に付加保険料の分が加

算されていないのは納得できないので、調査の上、記録の訂正を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37 年頃に発足した付加保険料制度に加入し、納付していた

と述べているところ、国民年金に係る付加保険料制度が発足したのは申立期

間後の 45 年 10 月からであり、申立期間において付加保険料を納付すること

はできない。 

また、申立人は、役場に勤めていた隣人が、申立期間当時に付加保険料制

度が行われていたことを知っていると述べていることから、当該隣人から申

立期間当時の状況を聴取するも、申立人の主張を裏付ける証言を得ることが

できなかった。 

さらに、Ａ町役場が保管していた申立人に係る国民年金被保険者名簿及び

申立人の所持している国民年金手帳には、申立期間の定額保険料を納付した

記録はあるものの、付加保険料の納付を示す記録は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1102 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 17 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年３月 

夫の退職及び再就職に伴い国民年金被保険者資格が第３号被保険者から

第１号被保険者に何度か切り替わったが、その都度きちんと保険料を納付

してきた。申立期間についても送られてきた納付書を用いて郵便局で納付

したはずであるので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が平成 17 年３月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

たことに伴い、申立人は国民年金第１号被保険者に該当することとなり、第

３号被保険者からの種別変更届をＡ町役場へ提出しなければならないが、Ａ

町役場には当該届出が提出された形跡は見当たらず、国民年金の記録システ

ムにも入力されていないこと、及び申立人はＡ町役場へ手続に行った記憶が

無いと述べていることを踏まえると、申立期間に係る種別変更手続は行われ

なかったものと考えられることから、申立人に対し、申立期間の保険料の納

付書が送付されたとは考え難い。 

また、申立期間が国民年金第１号被保険者期間として申立人の年金記録に

追加されたのは、平成 20 年５月 19 日であることがオンライン記録により確

認でき、この時点で申立期間は時効となり保険料を納付することができない。

なお、申立人の夫は同年５月に年金裁定の手続を行っていることから、同手

続の際、それまで国民年金第３号被保険者期間と記録されていた申立期間が

第１号被保険者期間に該当することが判明し、申立人の年金記録に追加され

たものと考えられる。 

さらに、申立人の夫が平成 16 年４月１日に共済組合の組合員資格を喪失

したことに伴い、同年４月 19 日に申立人について国民年金第３号被保険者



 

  

から第１号被保険者に種別変更が行われ、申立人は、同年４月の国民年金保

険料を納付書により納めたものの、同年４月２日に申立人の夫が厚生年金保

険の被保険者資格を取得したため、当該保険料が還付されていることがオン

ライン記録により確認できる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

期間は平成 14 年４月以降の期間であり、保険料の収納事務が国に一元化さ

れ事務処理の機械化が一層促進されており、記録の漏れや誤りの可能性は低

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から 11 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 11年３月まで 

会社を退職した後、Ａ市役所の窓口で国民年金保険料の免除申請手続は

毎年度自分自身で必ず行わなければならないものであるとの助言を受け、

平成８年度から全額免除の承認をしてもらった。 

申立期間においては、毎年６月か７月頃に定期的に欠かさず私が夫婦二

人分の免除申請の手続をした。生活状況に特段変化は無く、平成９年度及

び 10 年度の２年間のみ免除申請の手続を行わない理由など全くなく、11

年度になって再び手続をしたということも絶対にない。 

毎年欠かさず免除申請の手続をしていたにもかかわらず、申立期間につ

いてのみ未納と記録されていることは到底納得できないので、年金記録を

回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「会社を退職後、平成８年に夫婦二人分の国民年金保険料の免

除申請の手続を行い、その後は毎年欠かさず免除申請の手続を行ってい

た。」と主張しているが、年金事務所では、「オンライン記録の申請免除の

処理年月日から見て、申立期間直後の平成 11 年度の免除申請の手続はおお

むね同年 12 月頃に著しく遅れて行われている。」と説明していることから、

「申立期間についても毎年６月か７月頃に定期的に欠かさず免除申請の手続

をしており、11 年度になって再び手続をしたということも絶対にない。」と

いう申立人の主張には不自然さがうかがえる。 

また、申立期間は基礎年金番号が導入された平成９年１月以降であり、国

民年金保険料の収納事務が電算処理化され、記録管理の強化が図られており、

納付記録が欠落する可能性が極めて低い状況において、申立人及びその夫の



 

  

複数回の免除申請の記録が、全て欠落したとする可能性は低いと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す

関連資料（国民年金保険料免除承認通知書）は無く、ほかに申立期間の国民

年金保険料を免除及び納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 47年４月から 49年３月まで 

私は、亡くなった父親から、昭和 49 年４月に私の国民年金の加入手続

を行い、20 歳に遡って被保険者資格を取得してくれたことを聞いており、

昭和 47 年度の国民年金印紙検認記録のページから記載が開始されている

国民年金手帳を所持していることから、父親が申立期間の国民年金保険料

を一括納付してくれていたはずである。申立期間が未加入期間とされてい

ることに納得がいかないので調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 49 年４月に父親が国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を一括納付してくれた。」と主張しているが、国民年金手

帳記号番号払出簿によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号は 50 年１月

16 日に払い出されていることが確認でき、このほかに申立人に対して別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ないことから、申立人は、この頃国民年金に加入したものと推認される。 

また、申立人が現在所持する国民年金手帳、オンライン記録及びＡ町の国

民年金被保険者名簿によると、そのいずれも国民年金被保険者資格取得日は

昭和 49 年４月１日であることが確認できるところ、申立人は、申立期間は大

学生であったとしていることから、当該期間は任意加入期間となり、制度上、

任意加入期間に遡って国民年金に加入し、保険料を納付することができず、

国民年金手帳記号番号の払出し時（50 年１月 16 日）に国民年金の強制被保

険者となった 49 年４月１日に遡って被保険者資格を取得し、同月の保険料か

ら納付を開始したと考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与



 

  

しておらず、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を一括納付して

くれたとする申立人の父親は既に死亡しているため、申立期間当時の加入手

続及び保険料納付の状況等は不明である。 

なお、申立人は自身が所持する国民年金手帳の昭和 47 年度の国民年金印紙

検認記録のページから記載が開始されていることをもって、「申立期間の国

民年金保険料について、父親が一括納付してくれているはずである。」と主

張しているが、当該国民年金手帳において、申立期間の保険料が納付された

ことを示す記載が確認できない上、同手帳に昭和 47 年４月１日に発行された

記載が確認できることから、同年度の国民年金印紙検認記録のページから記

載が開始されていることをもって申立期間の保険料を納付したことを推認す

ることはできない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年６月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 52年６月から同年９月まで 

私は、亡くなった義父から、結婚を契機に、私の国民年金の加入手続を

行い、昭和 52 年６月から同年９月までの期間の国民年金保険料について、

一括納付してくれたことを聞いている。申立期間が未加入期間とされてい

ることに納得いかないので調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「婚姻を契機に、義父が国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を一括納付してくれた。」と主張しているが、国民年金手

帳記号番号払出簿によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号は昭和 52

年 11 月１日に払い出されていることが確認できる上、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、

申立人はこの頃国民年金に加入したものと推認される。 

また、申立人が現在所持する年金手帳、オンライン記録及びＡ町の国民年

金被保険者名簿によると、そのいずれも国民年金被保険者資格取得日は昭和

52年 10月 11日であることが確認できる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与

しておらず、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を一括納付して

くれたとする申立人の義父は既に死亡しているため、申立期間当時の加入手

続及び保険料納付の状況等は不明である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1106 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 11 月から２年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成元年 11月から２年３月まで 

 私は、平成３年４月頃、Ａ市Ｂ区役所で 20 歳まで遡って国民年金保険

料を一括納付するように求められ、10 万円を超える金額を納付したが、

20 歳に達した時から短大を卒業するまでの期間の記録が無いのはおかし

いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に係る国民年金手帳記号番

号は平成３年１月４日に払い出されていることが確認できる。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない上、申立人が所持する年金手帳及びオン

ライン記録によると、そのいずれも国民年金被保険者資格取得日は平成２年

４月１日と記録されていることが確認できるところ、申立人は、申立期間は

学生であったとしていることから、当該期間は任意加入期間となり、制度上、

任意加入期間に遡って国民年金に加入し、保険料を納付することができず、

国民年金手帳記号番号の払出し時（３年１月４日）に、短大を卒業した後、

国民年金の強制被保険者となった２年４月１日に遡って被保険者資格を取得

し、同月以降の保険料を一括納付したものと考えられる。 

さらに、Ａ市国民年金情報検索システムにおいても、申立期間については、

保険料が納付されている記録は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年５月 30日から同年６月１日まで 

    昭和 56 年５月末日までＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入状況

について年金事務所に照会したところ、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。月の途中で退職処理されているのはおかしいので、調査の

上、記録を訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 56 年５月末日まで勤務したため、同年６月１日が厚

生年金保険の資格喪失日であると申し立てているが、同社が保管している申

立人の退職願によると、申立人の退職日は同年５月 29 日であることが確認で

き、これは雇用保険の被保険者記録の離職日と一致している。 

また、Ａ社は、「退職願を見ると申立人の退職日は昭和 56 年５月 29 日で

あり、厚生年金保険の資格喪失日は退職日の翌日の同年５月 30 日である。保

険料は翌月控除なので、退職月（同年５月）の給与からは同年４月の厚生年

金保険料のみを控除しており、同年５月の厚生年金保険料は控除していな

い。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月 20日から 44年８月 31日まで 

社会保険事務所（当時）で年金の裁定請求をした際、Ａ社における厚生

年金保険の加入記録について脱退手当金支給済みであるとの説明を受けた。

当時、私は脱退手当金の制度を知らなかったし、自分で請求手続もしてい

ないので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、Ａ社に係る被保険

者期間について、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が確認できる上、

脱退手当金は資格喪失日から約７か月後の昭和 45 年３月 27 日に支給決定さ

れているほか、支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さは

みられない。 

 また、Ａ社に勤務していた申立人の親族のうち、複数の者がＡ社に勤務し

ていた期間について脱退手当金を支給されていることが確認できることに加

え、親族のうちの一人の支給日は申立人の脱退手当金の支給日と同日である

ことから、申立人は当該親族と同時期に脱退手当金の請求手続を行った可能

性が高いものと考えられる。 

 このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人が申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 10月 26日から 45年４月１日まで 

         ② 昭和 45年４月１日から 48年７月１日まで 

日本年金機構から送付された確認ハガキで、申立期間について脱退手当

金が支給済みであることを知った。昭和 48 年７月に結婚のためＡ社を退職

した後、同社へは一度も行ったことが無く、脱退手当金を受け取った記憶

は無い。調査して厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る脱退手当金裁定請求書によると、当該請求書は申

立期間②の終了から約１か月後の昭和 48 年７月 25 日付けで社会保険事務所

（当時）へ提出され、申立人の署名及び押印が確認できることに加え、申立

期間の最終事業所が作成した退職所得の受給に関する申告書が添付されてい

る上、脱退手当金は支払決定通知書を申立人の当時の住所地に近い郵便局に

提示し受給する扱いであったことを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退

手当金が請求されたものと考えられる。 

また、申立人の申立期間の最終事業所の厚生年金保険事業所別被保険者名

簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間の最終事業所の厚生年金保険資格喪

失日から約２か月後の昭和 48 年８月 31 日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年７月８日から 41年 12月 31日まで 

同僚の紹介によりＡ社に勤務した。同社のＢ市にある営業所（名称は、

Ｄ）に勤務していたこともあり、成人式は同市で迎えた。 

最近、Ａ社に私を紹介してくれた同僚から同社では厚生年金保険に加入

していたと聞いた。同僚と全く同じ仕事をしていたのに私が厚生年金保険

に加入していないのはおかしい。 

調査して厚生年金保険の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人をＡ社に紹介したという同僚及び別の複数の同僚の供述から判断す

ると、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、申立人をＡ社に紹介したという同僚は、「申立人の入社時

期は覚えていない。また、私が先に退職したので退職時期も分からない。」

と述べているほか、別の複数の同僚からも申立人の勤務期間などについて具

体的な供述は得られなかった。 

また、申立人が同僚として氏名を挙げた複数の者について、Ａ社における

厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことから、同社は必ずしも従業

員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社は既に解散しており、事業主は死亡していることから、申立

人に係る勤務期間及び保険料控除について確認できない。 

なお、申立人はＢ市に所在するＡ社の営業所にも勤務していたと述べてい

ることから、同営業所についても調査したが、同営業所が厚生年金保険の適

用事業所であったことが確認できない。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年５月 10日から 52年９月 26日まで       

私は、昭和 52 年９月にＡ社を退職したが、当時から脱退手当金の制度

を知っており、その上で、あえて同手当金を受給しなかった。 

過去に勤務した事業所のうち、Ａ社の加入記録だけ脱退手当金支給済み

とされているのはおかしいので、調査をして記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の脱退手当金裁定請求書には、請求時点の申立人の氏名及び住所地

が記載され、「小切手 52.10.29 交付済」の押印、及び「振込先金融機関

店舗又は送金先銀行・郵便局」の欄に申立人の当時の住所地近くに所在して

いた「Ｂ郵便局」の記載が確認できる。 

   また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、当該脱退手当金

は申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 52

年 10 月 29 日に支給決定されており、支給額に計算上の誤りが無いなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 60年８月頃から 61年 10月頃まで 

私は、昭和 60 年８月から 61 年 10 月までの間において、Ａ社又はＢ社

に３か月から６か月勤務し、その後Ｃ社に前の勤務期間より短い期間だっ

たが勤務した。勤務期間は正確には覚えていないが、両事業所に勤務して

いたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、「申立期間においてＡ社又はＢ社に３か月から６か月ぐらい

勤務していた。」と主張しており、事業所の所在地及び業務内容等を具体

的に記憶していることから、申立人が当該事業所に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社又はＢ社の名称の事業所

が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

また、申立人が記憶する事業所の所在地及びその業務内容を基に、オン

ライン記録により、申立期間当時に厚生年金保険の適用事業所であり、か

つ、申立人が記憶する事業所名称に類似する事業所を調査したところ、Ｄ

社が確認できた。しかし、同社は、「当社が保管するもっとも古い従業員

名簿は平成元年のものである。」と回答している。 

さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人

の氏名は確認できない上、申立期間に同社において被保険者資格を有する

元従業員５人に対して聞き取りを行ったが、全員が「申立人を記憶してい

ない。」と証言しており、同社における申立人の勤務実態を確認すること

ができない。 



                      

  

加えて、申立人は、元事業主及び元同僚の氏名を記憶していないため、

申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について

確認することができない。 

２ 申立人は、「申立期間においてＣ社に勤務していた。」と主張しており、

申立人は同社の業務内容を具体的に記憶していることから、申立人が同社

に勤務していたことは推認できる。 

    しがしながら、Ｃ社の元事業主は、「申立人を記憶しておらず、当時の

資料も残っていない。」と回答している。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間

に被保険者資格を有する元従業員４人に対して聞き取りを行ったが、全員

が「申立人を記憶していない。」と証言しており、申立人の勤務実態につ

いて確認できない。 

さらに、上記の名簿において申立人の氏名は確認できない上、健康保険

の整理番号に欠番は無く、申立人に係る記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、Ｃ社の元事業主が同社の親会社であり給与事務等を行っていた

と述べているＥ社は、「Ｃ社が当社の子会社であったかどうかは確認でき

ない。」と回答している上、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において申立人の氏名は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

 

 


